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要旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 
 
 本邦において、認知症の罹患者数は今後も増加

することが予想されている。1) 本研究事業は、認

知症の家族介護者むけに世界保健機関 (WHO) が
開発したインターネットを用いた電子ツール

iSupport の有効性検証を目的としており、その検

証のためにランダム化比較試験 (RCT) を行うも

のである。インターネットを用いた電子ツールを

活用することで、時間と場所の制約を受けること

なく家族介護者への支援を提供することが可能に

なると期待されており、これからの人口減少社会

における効率的な支援のあり方を提案するもので

ある。しかし、支援が必要な場合であっても、イ

ンターネットを用いた電子ツールを用いることが

出来ない条件におかれた認知症の家族介護者が存

在する可能性も十分に想定されるところである。

この研究事業は、単に研究結果を学会や専門誌に

報告するだけではなく、社会実装までも視野に入

れている。そのため、この RCT に参加しなかった

家族介護者の特性を推測し、iSupport と同等の支

援を届けることも視野に入れるべく、インターネ

ットを用いた電子ツールによる介入を使用しなか

った家族介護者が、どのような特徴を有している

かを検討する必要がある。本稿では、電子ツールを

用いた研究における不参加者の特性について、考察

することを目的とする。 
 
 
B. 研究方法 
 
 臨床疫学の視点から、主に文献 (白書・学術論文) 

の検討により、インターネット使用状況による認知

症介護者の背景因子の差異に関する考察を行い、イ

ンターネットを使用しない認知症介護者に支援を行う

方法を検討する。 
 
(倫理面への配慮) 
 本研究は基本的に個人情報を取り扱わないため、施

設倫理委員会などへの申請を行っていない。 
 
 
C. 研究結果及び考察 
 
1．認知症の家族介護者とは、どういう人々か 
 
 本稿を書いている現時点で、この研究事業で行った

RCT の参加者特性についてのデータを確認できてい

ないため、本邦における認知症の家族介護者につい

ての先行研究から、その特性を考えてみたい。一つの

国を代表できるサンプリングを行うためには、膨大な資

金と人員を要するが、幸いなことに既存データの活用

により、ある程度、上記の目的を達成することが可能と

なっている。厚生労働省が毎年行っている国民生活

基礎調査では、国勢調査区から層化無作為抽出した

地区内の全世帯および世帯員を対象としており、おお

よそ本邦の代表的な集団であると考えられる。筆者ら

は、2013 年の国民生活基礎調査を二次的に活用し、

認知症を主たる原因として介護が必要になった高齢

者と、その主たる介護者、643 組を対象として抽出し検

討を行ったものを報告している。2) そこでは、家族介

護者の平均年齢は 63.5±11.6 歳であり、その 71.2% 
(185/ 643) が女性で、認知症の当事者との続柄で多

い順から子 40.3% (259/ 643)、子の配偶者 29.9% 

 本事業計画において社会実装を目指している iSupport は、時間と場所の制約を受けることなく家族介

護者への支援を行うツールとして期待されている。しかし、認知症介護者のインターネット利用に関

する状況を考慮すると、介護者自身が比較的高齢あるいは教育歴が短い場合や、認知症の介護に従事

した期間が長くなっているケースにおいて、電子ツールを用いた支援にアクセスが困難である可能性

が想定される。そのため、ICT および e ヘルスリテラシーについての啓発や、インターネットに拠らな

い言うなれば iSupport のハードコピー版を用いた支援が有効と考えられるが、いずれを行う場合でも、

医療福祉の専門職による支援が必要になる。 
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表 1 国民生活基礎調査から抽出された認知症の家族介護者の特性 

 因子   
家族介護者 年齢  63.5±11.6 歳 
 性別 (女性)  71.2% (185/ 643) 
 認知症当事者との続

柄 
配偶者 25.3% (163/ 643) 

  子 40.3% (259/ 643) 
  子の配偶者 29.9% (192/ 643) 
  その他 4.5% (29/ 643) 
 婚姻状況 結婚している 79.0% (508/ 643) 
  未婚 10.6% (68/ 643) 
  離婚/ 死別 10.4% (67/ 643) 
 教育歴 専門学校以上 18.4% (118/ 643) 
家計 世帯員数  3.5±1.4 人 
 持ち家の所有  93.2% (599/ 643) 
 全家計支出  31.5±61.7 万円 

 
(192/ 643)、当事者の配偶者 25.3% (163/ 643) であっ

た。教育歴としては専門学校以上が 18.4% (118/ 643) 
であり (表 1)、重度の心理的ストレスを抱えている割合

は 5.3% (34/ 643) であった。こうして概観すると、本邦に

おいては、認知症の家族介護者自身も多くは初老と言

ってよい年齢であり、高校卒業までの教育歴を有する

女性に介護負担がかかっている現状をうかがうことが出

来る。 
 
2．本邦におけるインターネット使用状況 
 

 総務省の令和 3 年版 情報通信白書によると、3) 
本邦のインターネット利用割合 (2020 年) は 83.4%
で、都道府県別利用率の差異については、神奈川県

の 89.7%から秋田県の 70.7%までの高低はあるもの

の、27 県で 80%を越えている。インターネットを

利用する端末の種類としては、スマートフォンが

68.3%と最も多く、パソコン (50.4%) やタブレット

型端末 (24.1%) などの他の端末による利用を上回

っている。使用割合が高いスマートフォンやノート

パソコンについて、年齢差を概観すると、前者では

年齢が低いほど割合が高いという傾向はあるもの

の、60 歳以上であってもインターネット利用者の 8
割以上が利用しており他の種類の端末と比べても高

いことがうかがえる。一方、後者では、年齢が高い

ほど割合が増えることが分かる (図 1)。こうしたこ

とから、スマートフォンが幅広い年齢層に使われてい

る端末であると言える。 
 普段利用しているインターネットサービスとし

て、情報検索･ニュースが 57.9%となっており、必

要とする情報へのアクセスに活用されているもの

の、健康管理・運動記録に利用していると回答した

割合は 21.6%に留まっていた。一方で、コロナウイ

ルス感染症の拡大を奇貨として、オンライン診療に

対応する医療機関の数は増大しており、医療分野全

体としては情報通信技術 (ICT) の果たす役割が大

きくなったとも言えそうである。しかし、年齢層別

のオンライン診療利用者割合をみると、60 歳以上

での利用は 7%に留まり、ICT 技術の活用は若年層

を中心としたものであることもうかがえる。 
 
3．認知症介護者におけるインターネット使用状況と

介護者負担感 
 
 我が国における認知症介護者のインターネット使

用状況と介護者負担との関連についての報告はない

が、海外においては幾つかの重要な知見が示されて

いる。米国の全国介護同盟 (National Alliance for 
Caregiving) が 2009 年に行った電話調査を二次的に

解析した報告では、4), 5) 認知症介護者の 59%が健康

情報に関連したインターネット利用を行っていると

し、介護者の教育水準が高い場合や感情的負荷が高

い場合あるいは、経済的苦境がある場合は健康情報

に関連したインターネット利用を増やし、一方で認

知症の当事者が若い場合や介護に費やす時間が短い

場合はそうした利用を減らすとしている。また、高

い介護者負担感がインターネット利用と関連してい

ること、しかし、そうしたインターネット利用は介

護者の健康感とは関連性がないことから、認知症介

護者らのニーズに合ったコンテンツの開発が必要で

あると結論している。また、ギリシャからの報告で

は、6) 調査以前の過去 3 ヶ月間にインターネットを

利用した認知症介護者は 84%であるとし、介護者の

48%が認知症に関するサービスをオンラインで受け

たと回答している。また、認知症に関連する検索を

行うこととの関連性については、介護者が若いこ

と、教育歴が長いこと、認知症当事者の配偶者など

であること、介護期間が 5 年以下と短いことが関連 



 
 

13 

   
 

図 1 年齢別端末の利用状況 (文献 3)に基づく) 
 

した。 
インターネット上で健康情報を検索し、その内

容を評価したうえで、自らの健康問題解決のため

に活用する能力のことを e ヘルスリテラシー (e
は electronic の意) と呼ぶが、中国において行われ

た調査にて、7) 高校卒業に達しない水準の教育歴

を有する介護者においては、e ヘルスリテラシー

の増加は介護者負担感の増大と関連していたが、

高校卒業以上の介護者ではそうした関連性は認め

られなかった。 
 上述した海外報の結果が、そのまま本邦の状況

を表わしているかは不明であるが、以下のような

示唆を含んでいるかもしれない。1) 認知症介護者

のインターネット利用割合はおおよそ 8 割以上と

推測されるが、認知症に関連する情報の検索に利

用している割合はその半分程度に留まる。2) イン

ターネット利用端末としてスマートフォンの使用

割合が高く、60 歳以上においてもその割合は高

い。3) 介護者の教育水準が高いことはインターネ

ットの活用につながる。4) 介護が長期化した場

合、介護者がインターネットを認知症関連の情報

検索に活用しない可能性がある。5) 介護者の教育

水準が低い場合、多くの情報を得ることが認知的

負荷の増大となり、介護者負担の増加をもたらす

可能性がある。 
 
4．本研究事業で行った RCT に参加しなかった介

護者はどのような人々で、どうすればその人々に

iSupport の利点を届けられるのか? 
 
 本研究事業で行った RCT に参加しない介護者の

特性としては、介護者自身が比較的高齢であり、

認知症の介護に従事した期間が長くなっていること

や、教育歴が短いことが推測される。こうした

人々に対しても、iSupport と同質の支援 (介護知

識･技術や生活の質の向上だけでなく、精神的ス

トレスの軽減) を届けるため、おおまかに 2 つの

方向性が考えられる。一つは、比較的高齢で教育

歴が短い介護者に対する ICT および e ヘルスリテラ

シーについての啓発であり、もう一つは、インター

ネットに拠らない従来的な情報提供である。 
 前者については、今後も医療や福祉に限らず予

想される ICT の社会への浸透を考えると、介護者

の生活全般に対して大きな波及効果が期待される

魅力的な選択肢である。しかし、この層の特性を

考慮した場合、ICT および e ヘルスリテラシーの

向上は、介護者にとって過度な負荷となりえるた

め、医療や福祉の専門職による適切な支援を同時

に行うことが求められるだろう。後者について

は、インターネットに拠らず、言うなれば

iSupport のハードコピー版を作成のうえ、その普

及を目指すことになるが、前者におけるものと同

様に、医療福祉の専門職による支援が必要になる

だろう。 
 
 
D. 結論 
 
 本事業計画において社会実装を目指している

iSupport は、時間と場所の制約を受けることなく

家族介護者への支援を可能にすることが期待され

るが、介護者自身が比較的高齢あるいは教育歴が

短い場合や、認知症の介護に従事した期間が長く

なっているケースにおいて、電子ツールを用いた

支援にアクセスが困難である可能性が想定され

る。そのため、ICT および e ヘルスリテラシーに

ついての啓発や、インターネットに拠らない言う

なれば iSupport のハードコピー版を用いた支援が

有効と考えられるが、いずれを行う場合でも、医

療福祉の専門職による支援が必要になるだろう。 
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 なし 
 
 
F. 知的財産権の出願･登録状況 
 (予定を含む) 
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